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貸 借 対 照 表 

平成23年3月31日現在 
                        （単位：千円） 

科  目 金  額 科  目 金  額 

資 産 の 部 負 債 の 部 

流 動 負 債
信 用 取 引 負 債

信用取引借入金
信用取引貸証券受入金

預 り 金
受 入 保 証 金
短 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
賞 与 引 当 金
役員賞与引当金

固 定 負 債
社 債
リ ー ス 債 務
繰 延 税 金 負 債
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
その他の固定負債

特別法上の準備金
金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金

11,375,799 
2,753,046 
2,433,111 

319,935 
3,392,931 
2,147,433 
2,250,000 

1,264 
10,289 

445,328 
165,846 
194,659 
15,000 

1,863,095 
1,500,000 

316 
14,814 
67,894 
97,025 

183,045 
23,734 
23,734 

負 債 合 計 13,262,629 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

その他利益剰余金

別 途 積 立 金

繰越利益剰余金

自 己 株 式

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

7,705,782 

2,540,000 

1,509,023 

1,509,023 

4,672,562 

280,550 

4,392,012 

2,702,134 

1,689,878 

△1,015,804 

21,719 

21,719 

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

預 託 金

トレーディング商品

商品有価証券等

デリバティブ取引

約 定 見 返 勘 定

信 用 取 引 資 産

信用取引貸付金
信用取引借証券担保金

立 替 金

募 集 等 払 込 金

短期差入保証金

短 期 貸 付 金

前 払 費 用

未 収 入 金

未 収 収 益

その他の流動資産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

器 具 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

借 地 権

その他の無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

関係会社株式

長 期 貸 付 金

長期差入保証金

その他の投資等

貸 倒 引 当 金

18,894,684

2,743,181

5,748,686

1,726,405

1,704,050

22,355

140,395

6,663,423

5,083,396

1,580,027

31,578

9,817

1,607,926

500

19,658

2,610

67,979

132,950

△429

2,095,446

157,083

70,081

83,352

3,649

153,497

74,351

79,146

1,784,865

1,187,150

140,317

240,125

156,069

165,086

△103,884 純 資 産 合 計 7,727,501 

資 産 合 計 20,990,131 負 債 ・ 純 資 産 合 計 20,990,131 

 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

平成22年4月1日から平成23年3月31日まで 

                          （単位：千円） 

科 目 金 額 

営 業 収 益

受 入 手 数 料

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益

金 融 収 益

金 融 費 用

1,460,636

2,337,560

221,511

4,019,708 

 

 

 

97,097 

純 営 業 収 益 3,922,611 

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 3,539,491 

営 業 利 益 383,119 

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

58,637 

13,060 

経 常 利 益 428,696 

特 別 利 益

前 期 損 益 修 正 益

金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 戻 入

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

資 産 除 却 債 務 会 計 基 準 の 適 用 に 伴 う 影 響 額

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

2,097

13,118

1,735

7,993

16,214

12,376

5,025

16,951 

 

 

 

41,610 

 

 

 

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

404,038 

227,183 

当 期 純 利 益  176,855 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 
平成22年4月1日から平成23年3月31日まで 

                                       （単位：千円） 

株 主 資 本 

資 本 剰 余 金 

 

 
資 本 金 

資 本 準 備 金 資 本 剰 余 金 合 計 

平 成 2 2 年 3 月 3 1 日 残 高 2,540,000 1,509,023 1,509,023 

当 事 業 年 度 中 の 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当  

当 期 純 利 益  

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当

事業年度中の変動額（純額）

 

当 事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － － 

平 成 2 3 年 3 月 3 1 日 残 高 2,540,000 1,509,023 1,509,023 

                                       （単位：千円） 

株 主 資 本 

利 益 剰 余 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

 

 

利益準備金

 
別 途

積 立 金

繰越利益

剰 余 金

 

利益剰余

金合計額

 

自己株式 

 

 

株主資本 

合  計 

平 成 2 2 年 3 月 3 1 日 残 高 280,550 2,702,134 1,593,381 4,576,065 △1,015,804 7,609,285 

当 事 業 年 度 中 の 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 △80,358 △80,358 △80,358 

当 期 純 利 益 176,855 176,855 176,855 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当

事業年度中の変動額（純額）

 

当 事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － 96,496 96,496 － 96,496 

平 成 2 3 年 3 月 3 1 日 残 高 280,550 2,702,134 1,689,878 4,672,562 △1,015,804 7,705,782 

                               （単位：千円） 

評 価 ・ 換 算 差 額 等  

そ の 他 有 価 証 券 

評 価 差 額 金 

評 価 ・ 換 算 

差 額 等 合 計 

 

純 資 産 合 計 

 

平 成 2 2 年 3 月 3 1 日 残 高 61,213 61,213 7,670,498 

当 事 業 年 度 中 の 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 △80,358 

当 期 純 利 益 176,855 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当

事業年度中の変動額（純額）
△39,494 △39,494 △39,494 

当 事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △39,494 △39,494 57,002 

平 成 2 3 年 3 月 3 1 日 残 高 21,719 21,719 7,727,501 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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 当社の貸借対照表及び損益計算書は、会社計算規則（平成18年法務省令第13

号）のほか、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52

号）及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭和49年11月14日付日

本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。 

 

重要な会計方針 

 1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

    売買目的有価証券…時価法（売却原価は、移動平均法により算定）を採用し 

              ております。 

    子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法を採用しております。 

    そ の 他 有 価 証 券…時価のあるもの 

              決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

              時価のないもの 

              移動平均法による原価法を採用しております。 

 

 2. 固定資産の減価償却の方法 

    （１）有形固定資産…定率法を採用しております。 

     （リース資産を除く） ただし、平成10年4月1日以降取得した建物（建物附属設 

              備は除く）については定額法によっております。 

              なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

 建   物  8～39年 

 器 具 備 品   3～20年 

    （２）無形固定資産…定額法を採用しております。 

     （リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ 

              る利用可能期間（5年）に基づいております。 

    （３）リース資産…所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

              リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

              によっております。 

 

 3. 引当金の計上基準 

    貸倒引当金 

     債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に 

     より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、 

     回収不能見込額を計上しております。 

    賞与引当金 

     従業員の賞与の支払に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年 

     度の負担額を計上しております。 

    役員賞与引当金 

     役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づ 

     き計上しております。 
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    退職給付引当金 

     従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付 

     債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

    役員退職慰労引当金 

     役員退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく当事業年度末 

     の支給見込額を計上しております。 

 

 4. 特別法上の準備金の計上基準 

    金融商品取引責任準備金 

     有価証券の売買その他の取引に関して生じた事故による損失に備えるため、 

     金融商品取引法第46条の5第1項の規定に基づき、「金融商品取引業等に関す 

     る内閣府令」第175条に定めるところにより算出した額を計上しております。 

 

 5. 繰延資産の処理方法 

    社債発行費 

     支出時に全額費用として処理しております。 

 

 6. リース取引の処理方法 

    リース取引に関する会計基準の改正適用初年度開始前に取得した所有権移転外 

    ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

 

 7. 消費税等の会計処理方法 

    税抜方式によっております。 

 

重要な会計方針の変更 

 当事業年度より、「資産除却債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号  

平成20年3月31日）及び「資産除却債務に関する会計基準の適用指針」（企業 

会計基準適用指針第21号 平成20年3月31日）を適用しております。これによ 

り、営業利益、経常利益はそれぞれ694千円、税引前当期純利益は3,070千円 

減少しております。 

 

貸借対照表に関する注記 

 1. 担保に供している資産及び担保に係る債務 

  （1）担保に供している資産 

      土 地 1,235千円 

      投 資 有 価 証 券 247,387千円 

      保 管 有 価 証 券 1,536,560千円 

      自己融資見返株券 1,265,830千円 

  （2）担保に係る債務 

      信 用 取 引 借 入 金 2,433,111千円 

      短 期 借 入 金  1,850,000千円 

    （注）１．保管有価証券及び自己融資見返株券は貸借対照表に計上しておら 

     ず、記載金額は時価金額によっております｡ 
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    （注）２．上記のほか、清算基金及び違約損失準備金等の代用として投資有 

     価証券232,512千円及び自己融資見返株券500,241千円を、指数先物取引等 

     の担保として保管有価証券442,896千円及び自己融資見返株券150,936千円 

を差入れております。 

 

 2．有形固定資産の減価償却累計額 421,497千円 

 

 3. 関係会社に対する長期金銭債権  312,832千円 

 

損益計算書に関する注記 

   関係会社との取引高 

    営 業 取 引 84,355千円 

    営業取引以外の取引 18,645千円 

 

株式資本等変動計算書に関する注記 

   自己株式の種類及び数 

    普 通 株 式 772,835株 

 

税効果会計に関する注記 

   繰延税金資産から控除された金額（評価性引当額）は、293,311千円であり 

   ます。また、繰延税金負債の発生の原因は、その他有価証券評価差額であり 

   ます。 

 

リースにより使用する固定資産に関する注記 

   貸借対照表に計上した固定資産のほか、端末機器等を所有権移転外リース契 

   約により使用しております。 

 

関連当事者との取引に関する注記 

   子会社及び関連会社等 
  （単位：千円）  

属 性 会社等の名称 
議決権の所有

(被所有)の割合(%) 

関連当事者 

と の 関 係 

 

取引の内容 

 

取引金額 

 

科 目 

 

期末残高 

 

子会社 

 

 

(株)ﾒｲﾎｰ 

 

所 有 

直 接 100  

役員の兼任 

資金の援助 

土地・建物の賃貸借

資金の貸付の回収(注)

利息の受取(注)

不動産賃貸収入 

16,000

4,750

11,420

 

長期貸付金

 

 

229,000 

 

（注）（株）メイホーに対する資金の貸付については、市場金利を勘案し決定してお

り、返済期間は10年としております。なお、担保として投資有価証券を受入れて

おります。 

 

１株当たり情報に関する注記 

   1株当たり純資産額 4,808円16銭 

   1株当たり当期純利益 110円04銭 
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連 結 貸 借 対 照 表 

平成23年3月31日現在 
                        （単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

資 産 の 部 負 債 の 部 

流 動 負 債

信 用 取 引 負 債

信用取引借入金

信用取引貸証券受入金

預 り 金

受 入 保 証 金

短 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

役員賞与引当金

固 定 負 債

社 債

リ ー ス 債 務

繰 延 税 金 負 債

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

その他の固定負債

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金

11,381,520 

2,753,046 

2,433,111 

319,935 

3,392,931 

2,147,433 

2,250,000 

1,264 

11,858 

445,328 

169,998 

194,659 

15,000 

1,864,534 

1,500,000 

316 

14,814 

67,894 

97,025 

184,483 

23,734 

23,734 

負 債 合 計 13,269,789 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

7,765,249 

2,540,000 

1,509,023 

4,777,525 

△1,061,299 

19,907 

19,907 

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

預 託 金

トレーディング商品

商品有価証券等

デ リ バ テ ィ ブ 取 引

約 定 見 返 勘 定

信 用 取 引 資 産

信用取引貸付金

信用取引借証券担保金

立 替 金

募 集 等 払 込 金

短期差入保証金

短 期 貸 付 金

前 払 費 用

未 収 入 金

未 収 収 益

繰 延 税 金 資 産

その他の流動資産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

器 具 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

借 地 権

その他の無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

長 期 貸 付 金

長期差入保証金

そ の 他 の 投 資 等

貸 倒 引 当 金

18,923,673

2,762,715

5,748,686

1,726,405

1,704,050

22,355

140,395

6,663,423

5,083,396

1,580,027

31,578

9,817

1,607,926

500

19,658

11,775

67,979

289

132,950

△429

2,131,272

398,403

154,120

83,653

160,629

153,550

74,351

79,199

1,579,318

1,434,730

11,125

72,237

165,086

△103,862
純 資 産 合 計 7,785,157 

資 産 合 計 21,054,946 負債・純資産合計 21,054,946 

 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連 結 損 益 計 算 書 

平成22年4月1日から 平成23年3月31日まで 
（単位：千円） 

科 目 金 額 

営 業 収 益

受 入 手 数 料

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益

金 融 収 益

金 融 費 用

1,460,636

2,337,560

221,511

4,019,708 

 

 

 

97,097 

純 営 業 収 益 3,922,611 

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 3,517,845 

営 業 利 益 404,765 

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

58,082 

15,225 

経 常 利 益 447,622 

特 別 利 益

前 期 損 益 修 正 益

金融商品取引責任準備金戻入

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

2,097

13,118

1,734

 

7,993

16,214

12,376

5,025

16,950 

 

 

 

41,610 

 

 

 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

235,276

375

422,962 

 

235,652 

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 187,310 

当 期 純 利 益  187,310 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結株主資本等変動計算書 

平成22年4月1日から平成23年3月31日まで 

                            （単位：千円） 

株 主 資 本  
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平 成 2 2 年 3 月 3 1 日 残 高 2,540,000 1,509,023 4,669,065 △1,061,299 7,656,789 

当 連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 △78,850 △78,850 

当 期 純 利 益 187,310 187,310 

株主資本以外の項目の当連結会計

年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ）

 

－ 

当 連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － 108,460 － 108,460 

平 成 2 3 年 3 月 3 1 日 残 高 2,540,000 1,509,023 4,777,525 △1,061,299 7,765,249 

 

                             （単位：千円） 

評 価 ・ 換 算 差 額 等  

そ の 他 有 価 証

券 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算

差 額 等 合 計

純資産合計 

平 成 2 2 年 3 月 3 1 日 残 高 61,213 61,213 7,718,002

当 連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － △78,850

当 期 純 利 益 － 187,310

株主資本以外の項目の当連結会計

年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ）
△41,305 △41,305 △41,305

当 連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △41,305 △41,305 67,154

平 成 2 3 年 3 月 3 1 日 残 高 19,907 19,907 7,785,157

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 
 1. 連結の範囲に関する事項 
    連結子会社は（株）メイホーの1社であります。 
    非連結子会社は（株）名古屋ファイナンシャルスクールの1社でありま 
    す。 
    非連結子会社1社は小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（ 
    持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等はいずれも連結 
    計算書類に重要な影響を及ぼしていないため連結の範囲から除いており 
    ます。 
 
 2. 持分法の適用に関する事項 
    持分法を適用した関連会社は、名自車体（株）の1社であります。 
    持分法を適用していない非連結子会社は（株）名古屋ファイナンシャル 
    スクールの1社であります。 
    持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（ 
    持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類 
    に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分 
    法の適用範囲から除外しております。 
    名自車体（株）の決算日は3月20日であります。連結計算書類の作成に 
    あたっては、同社の事業年度に係る計算書類を使用しております。 
 
 3. 連結子会社の事業年度等に関する事項 
    連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 
 
 4. 会計処理基準に関する事項 

   （1）有価証券の評価基準及び評価方法 

      売買目的有価証券…時価法（売却原価は、移動平均法により算定）を採用

しております。 

      そ の 他 有 価 証 券…時価のあるもの 

                決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部 

                純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に 

                より算定）を採用しております。 

                時価のないもの 

                移動平均法による原価法を採用しております。 

   （2）固定資産の減価償却の方法 

      ①有 形 固 定 資 産…定率法を採用しております。 

      （リース資産を除く） ただし、平成10年4月1日以降取得した建物（建物附属 

                設備は除く）については定額法によっております｡ 

                なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

 建   物  8～39年 

 器 具 備 品  3～20年 

      ②無 形 固 定 資 産…定額法を採用しております。 

      （リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお 

                ける利用可能期間（5年）に基づいております。 

      ③リ ー ス 資 産…所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース 

                資産 

                リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額 

                法によっております。 
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   （3）引当金の計上基準 

      貸倒引当金 

       債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に 

       より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、 

       回収不能見込額を計上しております。 

      賞与引当金 

       従業員の賞与の支払に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年 

       度の負担額を計上しております。 

      役員賞与引当金 

       役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づ 

       き計上しております。 

      退職給付引当金 

       従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務 

       及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

      役員退職慰労引当金 

       役員退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末の支 

       給見込額を計上しております。 

   （4）特別法上の準備金の計上基準 

      金融商品取引責任準備金 

       有価証券の売買その他の取引に関して生じた事故による損失に備えるため、 

       金融商品取引法第46条の5第1項の規程に基づき、「金融商品取引業に関す 

       る内閣府令」第175条に定めるところにより算出した額を計上しておりま 

       す。 

   （5）繰延資産の処理方法 

      社債発行費 

       支出時に全額費用として処理しております。 

   （6）リース取引の処理方法 

      リース取引に関する会計基準の改正適用初年度開始前に取得した所有権移転 

      外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準 

      じた会計処理によっております。 

   （7）消費税等の会計処理方法 

      税抜方式によっております。 

 

 5. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更 

   （1）資産除去債務に関する会計基準の適用 

      当連結会計年度より、「資産除却債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号 平成20年3月31日）及び「資産除却債務に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年3

月31日）を適用しております。これにより、営業利益、経常利益

はそれぞれ694千円、税金等調整前当期純利益は13,070千円減少し

ております。 

   （2）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理

に関する当面の取扱い」の適用 

      当連結会計年度より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基
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準第16号 平成20年3月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の

会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年

3月10日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。 

これによる経常利益及び税金等調整前当期純利益に対する影響は

軽微であります。 

   （3）連結損益計算書の表示方法の変更 

      当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業

会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づき、改正後の会社計

算規則（平成22年11月25日 法務省令第37号）を適用し、「少数

株主損益調整前当期純利益」の科目で表示しております。 

 

連結貸借対照表に関する注記 

 1. 担保に供している資産及び担保に係る債務 

  (1)担保に供している資産 

      建 物 27,073千円 

      土 地 104,835千円 

      投 資 有 価 証 券 247,387千円 

      保 管 有 価 証 券 1,536,560千円 

      自己融資見返株券 1,265,830千円 

  (2)担保に係る債務 

      信用取引借入金  2,433,111千円 

      短 期 借 入 金 760,000千円 

   (注)１．保管有価証券及び自己融資見返株券は連結貸借対照表に計上しておら 

       ず、記載金額は時価金額によっております｡ 

   (注)２．上記のほか、清算基金及び違約損失準備金等の代用として投資有価証券 

       232,512千円及び自己融資見返株券500,241千円を、指数先物取引等の担 

       保として保管有価証券442,896千円及び自己融資見返株券150,936千円を

差入れております。 

 

 2. 有形固定資産の減価償却累計額 621,602千円 

 

連結株主資本等変動計算書に関する注記 

 1. 発行済株式の種類及び総数 

   普 通 株 式 2,380,000株 

 

 2. 配当に関する事項 

  （1）配当金支払額 

決 議 株式の種類 
配 当 金 の 

総額（千円）

1株 当 た り

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成22年6月25日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 80,358 50 

平成22年

3月 31日 

平成22年 

6月 28日 

  （2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

      平成23年6月24日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関 

      する事項を次のとおり提案しております。 
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      （イ）配当金の総額 80,358千円 

      （ロ）1株当たり配当額 50円 

      （ハ）基準日 平成23年3月31日 

      （ニ）効力発生日 平成23年6月27日 

      なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 

 

金融商品に関する注記 

 1. 金融商品の状況に関する事項 

   当社グループは、有価証券の売買及び売買等の委託の媒介、有価証券の 

   引受け及び売出し、有価証券の募集又は売出しの取扱い等を中核とする 

   第一種金融商品取引業を行っております。これらの事業を行うため、市 

   場金利の動向や長短のバランスを勘案して、銀行借入や社債による資金 

   調達を行っております。 

   デリバティブ取引については、ディーリング室の監視のもと収益確保の

ため、主に株価指数先物取引・株価指数オプション取引及び有価証券店

頭デリバティブ取引を行っております。 

 

 2. 金融商品の時価等に関する事項 

   平成23年3月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、 

   時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

（単位：千円） 

 連結貸借対照表 

計上額(*) 
時 価(*) 差 額 

(1) 現金・預金 

(2) 預託金 

(3) トレーディング商品(資産)

(4) 信用取引資産 

(5) 短期差入保証金 

(6) 投資有価証券 

(7) 信用取引負債 

(8) 預り金 

(9) 受入保証金 

(10)短期借入金 

(11)社債 

2,726,715 

5,748,686 

1,726,405 

6,663,423 

1,607,926 

341,884 

(2,753,046)

(3,392,931)

(2,147,433)

(2,250,000)

(1,500,000)

2,726,715 

5,748,686 

1,726,405 

6,663,423 

1,607,926 

341,884 

(2,753,046)

(3,392,931)

(2,147,433)

(2,250,000)

(1,506,076)

－  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

△6,076 

 (*)負債に計上されているものについては、( )で示しております。 

(注１)金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

 (1)現金・預金、及び、(2)預託金 

   これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか 

   ら、当該帳簿価額によっております。 

 (3)トレーディング商品等（資産）、及び、(6)投資有価証券 

   これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は公社 

   債店頭売買参考統計値又は取引金融機関から提示された価格によってお 

   ります。また、投資信託は、公表されている基準価格によっております。 
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   デリバティブ取引のうち、上場デリバティブ取引は取引所の清算価格に

よっており、店頭デリバティブ取引は、内規による評価モデルを使用し

て評価しております。 

 (4)信用取引資産、及び、(5)短期差入保証金 

   これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか 

   ら、当該帳簿価額によっております。 

 (7)信用取引負債～(10)短期者入金 

   これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか 

   ら、当該帳簿価額によっております。 

 (11)社債 

   元利金の合計額を同様の社債を発行した場合に適用されると考えられる 

   利率で割り引いた現在価格によっております。 

(注２)非上場株式（連結貸借対照表計上額1,092,845千円）は、市場価格がな

く、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把

握することが極めて困難と認められるため、「(6)投資有価証券」には含

めておりません。 

 

１株当たり情報に関する注記 

   1株当たり純資産額 4,936円64銭 

   1株当たり当期純利益 118円77銭 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


